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連載の第4固からはミクロ統計データを用いた

実体経済分析の考え方を紹介したい。ここでは経

済理論が想定している状況とミクロ統計データで、

分析できることの厳密な対応づけが重要である。

むしろ、理論とデータが一致していることは稀で

あり、データ分析上の工夫が鍵になる o 今回は始

めとして労働供給関数を推定してみたい。

1 はじめに

ミクロ経済学の理論は、独立した経済主体が与

えられた経済環境の中で自らの目的を最適化する

という想定の下に展開されている。さらに厳密に

言うと、一定時間内にいくつかの経済環境に直面

する可能性がある場合に、経済主体がとり得る選

択集合の中から静学的反応関数(スケグュ←ル)

を考えることによって最適値を選ぶという問題設

定と、長期間にわたって経済環境が変わっていく

場合に、経済主体がとり得る選択集合の中から動

学的反応関数(スケジュール)を考えることによ

って最適値の流列を選ぶという問題設定に区別で

きる。いずれもミクロ経済主体の選択問題ではあ

るが、静学的反応関数では、たとえば、1i'i貨と余

暇(労働)の選択を考えることはあっても、今期i

の消費と来期の消費を選択したり、来期の消費を

考慮して今期の労働を選択するということはない。

また、実証上の問題として、同一の経済主体が一

時点で終験できる状況は一つに限られており、仮

想的に経験できる状況の集合は、実は他の経済主

体が経験している状況を集めたものに過ぎないの

である。ミクロ経済学の理論としては、経済主体

がとり得る選択集合の中から最適値を選んでいる

状況を考えているが、実証データでは、各経済主

体が選んだ事後的な選択結果の集合を表しており、

必ずしも各経済主体の選択集介を表しているわけ

ではないのである。

労働供給の賃金弾性値を推定する場合、クロス

セクション・データしか利用できなければ、同一

経済主体に対する賃金の変化に基づく労働供給景

の変化は捉えられない。ここで出来ることは、異

なった賃金が与えられた時に、異なった経済主体

が供給する労働時間に基づいて弾性値を推定する

しかない。同一経済主体の賃金の変化に対する反

応を分析することに関心があるのであれば、パネ

ルデータを用いて分析する必要がある。
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ことを実質賃金の2次項を入れることでチェック

できる。しかし、一般には、パネルデータは十分

長い期聞について集められていないし、個々人の

労働供給パターンは違うので、全労働者に共通し

た非線形スケジュールを推定することは難しい。

また、経済学者の関心は通常、一意に決まる賃金

弾性{直の推定にあり、対数労働時間を対数実質賃

金で回帰した時に得られる係数を賃金弾性値と解

釈するのが一般的である。図1で言えば、点A近

傍で線形近似した労働供給関数を推定すれば賃金

弾性値は正の値をとる。これは賃金が増えると労

働供給を増やす局面にあり、消費と余暇の代替関

係において余暇を削っても所得と消費を増やした

いという状況にあることを意味している。点Z近

傍で線形近似すれば弾性値はゼロに近い値をとる

だろう。これは、所得効果と代替効果がほぼバラ

ンスをとっている状態を意味している。また点B

近傍で近似すれば弾性値は負になるだろう。ここ

では代替効果よりも所得効果の方が大きくなり、

賃金の上昇に対して労働時間の短縮で対応する状

況を示している O

ミクロ統計データを用いて労働供給関数を推定

するということは、このような倍々の違いを認め

た土で、平均的に得られる限界効果(弾性値)を

算出していることになる九すなわち、労働者全

体に共通の弾性値があると考えるのではなく、あ

くまで個々の弾性値の平均を求めているのである。

InwgA 

労働供給は消費・貯蓄と並んで、消費者あるい

は家計が決定する重要な変数であり、理論的には

新古典派効用最大化モデルとして消費と余暇の選

択問題を解くという形で労働供給関数が導出され

る。この理論的枠組みでは労働供給は消費と余暇

の代替効果と所得効果の 2つの効果の大小関係で

決まってくる O また、それらの効果を評価する時

に所得(支出)一定とするマーシャリアン

(Marshallian)需要と効用一定とするヒクシア

ン CHicksian)需要などを用いることがある。

労働供給弾性値とは、賃金が1変化した時に労

働供給が限界的に何パーセント変化するかを表す

ものである。クロスセクション・データを利用す

る場合には、今期の賃金の変化が、今期の余暇と

消費の代替を通じて、労働供給量をどれぐらい変

化させるかを計ることになる。パネルデータが利

用できれば、今期の余暇と消費の代替だけではな

く、今期と来期の異時点聞の労働供給の代替につ

いても計測できる l}。

図1は一般的な労働者のライフサイクルに応じ

た労働供給スケジュールを描いたものである。労

働者の賃金弾性値を求める場合、十分長期にわた

るパネルデータが利用可能であれば、ライフサイ

クルで労働供給スケジュールが非線形に変化する

労働供給の理論2 
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労働供給弾性値の測定に関しては、理論的に次

のように整理できるヘ

労働者 iは消費 (Cit) と労働時間 (hu) とそ

の他の家族属性 (Xit)で表される効用関数を予

算制約式のもとで生涯効用を最大化していると考

える。すなわち

日=pu(cu，hMM) (1) 

aU+l-ait = r，ait + wi，hit-ρtC臼十Yit (2) 

ここで、 βは割引率、 a，は資産、 r，は利子率、

制は賃金、あは物価、 y，は非勤労所得である。

また、効用関数は時聞に関して分離可能であり、

不確実性はないことを仮定している。

この問題を労働時聞について内点解を求めると

次のようなオイラー方程式が得られる。

hi，=hi(ぁ，ωi"Xit，Ait) (3) 

各変数は対数表示され、んは資産の限界効用

を表している。

この式を賃金に関して偏微分したものが労働供

給弾性値であるが、他の条件を一定にする場合の

条件に応じて 4通りの弾性値が定義されている。

すなわち、資産の限界効用、消費、純支出、効用

を一定にした上で、今期の賃金が限界的に 1%変

化した時に労働供給がどの程度変化するかに応じ

て、それぞれ、フリッシュ弾性値、エムサプライ

弾性健、マーシャリアン弾性信、ヒクシアン弾性

値と呼ばれている九ところで、将来の賃金や資

産などの変化は、今期の資産の限界効用を通じて

のみ今期の労働時間や消費に影響を及ぼすと考え

られるので、フリッシュ弾性値のみが、労働供給

の異時点聞の代替効果を含んでいることを意味し

ている。このことから、動学的一般均衡マクロ・

モデルで用いる労働供給の賃金弾性鐘としてはフ

リッシュ弾性値がふさわしい概念であると言われ

ている。ブリッシュ弾性値の数学的表現は次のよ

うになる(添字 iは省略してある)。

_ _ oh， I _ oh(Pt.Wt.x，.A，) 
'If一百五;-IA---Oωt (4) 

3 労働供給関数の推定

実証的に労働供給の賃金蝉性値を求めるには、

労働時間を賃金やその他の変数によって説明する

モデルを用いる。基本的には次のようなモデルを

推計し、賃金弾性値βを求める。

ln hit=α+βlnw臼十2}.8Xit十 Uit (5) 

ここで‘Xitは家計属性などのコントローJレ変数、

Uitは誤差項である。これまでの実証結果の要点

は以下の通りである九

(1)マクロ集計データを用いた場合、賃金の

変化に対して、①労働供給する人数の変化 (r職
業の選択J)と②すでに就業している労働者の労

働時間の変化(，労働時間の選択J)の2種類の労

働供給行動の変化が含まれていることになる。し

たがって、この両方の労働供給行動を含んだデー

タを用いるか、より限定的な「労働時間の選択」

のみを含んだデータを用いるかで弾性値が違って

くる。具体的には、両方の労働供給行動を含めば

弾性値は1-1.4程度になるが、「労働時間の選択」

のみを用いると有意ではなくなる。

(2)ミクロデータを用いた場合、壮年の既婚

男性の「労働時間の選択」に関するフリッシュ弾

性値は最大0.2程度である。男性よりも女性のフ

リッシュ弾性値が高い。

(3)黒田・山本 (2006)の日本の集計データ

を用いた推計によると、「職業の選択Jと「労働

時間の選択jを合わせたフリッシュ弾性値は男女

合計で0.7-1.0程度である。そのうち、男性は0.2

-0.7であり、女性は1.3-1.5である。「労働時間の

選択jに関するフリッシュ弾性値は男女合計、男

女別でともに0.1-0.2と低い値が出た。労働供給

変化の多くは労働市場への参入・退出変化を反映

したものであることが明らかにされている。

以下では Ziliak(1997)が用いたデータを使

って、「労働時間の選択Jに関するフリッシュ弾

性億を推計してみよう。 Ziliak(1997)はアメリ

カのミシガン大学が行っているThePanel Study 

of Income Dynamics (PSID)の1978年におけ

る21-51歳の男性労働者532名の10年分(1978-87)

の完備ノfネルデータを利用している。このサンプ

ルは継続して結婚しており、継続して就労してい

ることを条件にPSIDから無作為抽出したもので

ある九個人は時間給に換算して給与を得ており、

出来高給や自営業者は除外されている。変数とし

てはlnhrは年間労働時間の自然対数、 lnωgは個

人別実質時間当たり年収の自然対数、 kia台は子供

の数、 aghは家計主年齢、 agesqは家計主年齢の

二乗、 dおabは健康状態の悪さを示すダミー変数

(健康状態が悪ければ1、良ければ0)である。
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年度別労働供給弾性値

年

1979 

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

決定係数

0.0175 

0.0367 

0.0138 

0.0144 

0.0385 

0.1270 

0.0214 

0.0381 

0.0488 

0.0510 

t-値

-0.14 

2.05 

-0.19 

1.64 

4.24 

8.53 

2.23 

2.43 

1.02 

3.75 

表 1

弾性値

-0.0038 

0.0625 

-0.0047 

0.0445 

0.1739 

0.2537 

0.0585 

0.0794 

0.0284 

0.0880 

推定とランダム効果推定の比較をするBreusch

and Pagan検定ではランダム効果推定が選択さ

れる。次に、ランダム効果推定と固定効果推定を

比較するHausman検定では国定効果推定が選択

される。ここで用いたデータセットに対しては固

定効果推定が最もふさわしい推定方法であること

がわかった。

以上の結果をまとめると、ここで用いたPSID

データは各年毎のクロスセクションデータやプー

リングデータとして扱うのではなく、パネルデー

タ分析の基本形である固定効果推定が最も望まし

く、「労働時間の選択Jに関するフリッシュ弾性

値はおよそ0.164程度であると判断できるという

ことである。

この分析はいくつかの側面で拡張することがで

きる。一つはダイナミックパネル推定の手法であ

るGMM推定を行うということである。北村

推計モデルは次のようなものである。

lnhr=α+βln Wgit十 yki，ゐit+Bagh廿

+ r;agesqit+ 8disabit十Uit (6) 

ここで誤差項は次のような構造をしている (Uit

=的十ん+νu)と仮定する。 μaは観察不可能な経

済主体独自の個別効果を表し、んは観察不可能な

時間効果、 νitは揖乱項を表す。データの制約上、

消費と余暇の分離可能性を前提としている。

まず、データをパネルデータとして扱わず、に、

各年ごとのクロスセクション・データとして

OLS推定を行った結果が表 1に掲載しである。

各年の労働供給弾性値は負の値をとったり、有意

でなかったり、きわめて不安定である。一般に

1983-84年を除くと、 0.09以下できわめて低い値

をとっている。

次に、これをパネルデータとして分析した結果

が表2に掲載されている。まず、すべてのデータ

をプールしてOLS推定したプーリング推定では

弾性値は0.08と低い。これは表1の結果に近い。

また、各サンプル毎に期間平均をとって、それを

クロスセクションで推定したのがビトウィーン推

定であるが、 ζ の場合、弾性値はさらに低く

0.065となっている。さらに、個人の年々の行動

の変化を取り込んだ困定効果推定では弾性値は

0.164とかなり上昇している。ランダム効果推定

では0.117となり、最尤法推定は構造上ランダム

効果推定とほぼ同じ推定であり0.117をとってい

る。モデル選択の検定結果を見ると、プーリング

労働供給弾性値のパネル推定

最尤法推定
係数 z値

内
，

&

0

0

4

a

マ。。
A

Y

S

斗

5

8

4

7

3

1

 

)

S

o

u

l

4

6

 

一一

5320 

532 

5320 

532 

0ムOヨ82

5320 

532 

0.0103 

5320 

532 

0.0223 

5320 

0.0245 

観察値

経済主体数

全体の決定係数

Breusch-Pagan 

ラグランジュ乗数検定

(プーリング vsランダム)

表2

0.004334 

0.007996 

0.00012 

-0.07569 

7.262455 

有

0.88 

1.43 

1.77 

-4.39 

64.60 

ランダム効果推定
係数 z値

0.004362 

0.00795 

0.00012 

-0.06963 

7.263839 

有

-0.18 

-0.16 

-2.74 

-3.67 

24.44 

毘定効果推定
係数 t値

3.23ぞ三 0，1.6433

0.98 -0.00113 

-0.71 -0.01609 

0.62 -0.00022 

-2.98 -0.0638 

37.09 7.5865 

有

ピトウ fーン検定
係数 t値

0，係?S}7

0.008124 

0.00764 

8.16E.05 

← 0.13944 

7.650345 

無

プーリング (OLS)推定
係数 t債

0.0820641三円8.82

0.0079671 2.18 

-0.0∞794 -0.18 

-1.l0E-06 -0.02 

-0.095675 -5.86 

7.469372 89.12 

無

従属変数
lnhr 

説明変数.

lnwg 

kids 

agh 

勾出q

disab 

定数項

年ダミー有無

Chi2(l)=2判4.25

Prob>Chi2=0.∞00 

Hausman検定

(ランダム vs固定)

Chi2(5)= 16.40 

Prob>Chi2=0.1734 
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表3 年齢階層別労働供給弾性値の
固定効果推定

年齢階層経済主体数弾性傭 1-11直 決定係数

2Mt 165 0.0837 1.47 0.0364 

30{七 386 0.2470 7.89 0.0134 

40代 313 0.0294 0.84 0.0139 

50代 138 0.4180 5.59 0.0589 

(2006)で報告しているように、ここで用いたデ

ータは実質性 (heterogeneity)が強く、 GMM

によるダイナミックモデルの当てはまりはあまり

良くない。とすればもう一つの拡張の可能性はデ

ータの異質性をコントロールして賃金弾性値を推

定することである。ここではライフサイクルに応

じて賃金プロファイルが変わることを考慮して20

歳代から50歳代までの年代別にデータを分類した

上て、パネルデータの固定効果推定を行った7)。結

果は表3に掲載されている。それによると、 20歳

代と40歳代の弾d陀値はほぼゼロに近く t値も有意

ではない。それに対して、 30歳代と50歳代では弾

性情がそれぞれ0.247、0.418と高い。とれば、全

体として見た場合の弾性値は0.165程度であって

も、サンプルを絞り込むと弾性値は0.418にまで

上昇することを示している。サンプルの異質性が

高い場合には、それを無視して全体の推定を行う

よりも、サンプルをある程度カテゴリー化して、

それぞれのカテゴリーの中で推定を行う方が望ま

しい。これまで労働供給の異質性という点に関し

ては女性の労働供給行動、とりわけ夫の所得や育

児費用との関係から分析されてきたが、ここでは

継続就業している50歳代の男性の賃金弾性値がか

なり高いことがわかった。これは、 50歳代に入り

賃金が切り下げられて、それを埋め合わせる意味

で労働供給を増加させた結果かもしれないが、退

職直前の男性労働者の労働供給行動をさらに詳し

く分析する必要性があることを示唆している。

本来ならば、日本のパネルデータを用いて、各

種パネル推定の方法を駆使しながら、最も適切な

賃金弾性値を推計することができれば望ましかっ

たのではあるが、現在、日本の男女各年齢階層を

カバーしたパネルデータが利用できる状況には達

しておらず、ここではやむを得ずアメリカのデー

タを用いた。なるべく早い時期にわが国でもパネ

ルデータが蓄積され、多くの研究者や政策担当者

の共有の財産となることが望まれるところであ

る8)。

4 労働供給の賃金弾性値の利用例

ここで求めた賃金弾性値、とりわけフリッシュ

弾性値はどのように利用されているのであろうか。

まず、最近の動学的一般均衡マクロ・モデルの中

で、基本的なパラメータとされている労働供給の

賃金弾性値について考えてみよう。一般のリアル

ビジネス・サイクル・モデルでは労働供給と消費

需要が効用関数に入っており、労働供給の弾性値

を用いている。

具体的には効用関数は、たとえば、次のように

定義されている。

Ui= Ui(cit，hit)=ln Cit一(ω'/y)Mt (7) 

ここでCは一人当たり実質消費量、 hは時間単

位で測った労働供給量、 wは時間当たり実質賃金、

l/Cy-l)は賃金弾性値を表している9)。

Prescott (1986)では労働供給弾性値は 1と仮

定されでいる。 Kingand Rebelo (1999)では4

をf反定している。 Gomme，Rogerson， Rupert 

and Wright (2005)ではモデルが実体経済の変

動をうまく捉えるためには、異時点聞の賃金弾性

値が0.1から10の範囲の値をとらなければならな

いと論じている。すなわち、リアルビジネス・サ

イクル・モデルは代表的偲人を想定して一人当た

りに直したマクロ集計値を用いており、すでに論

じたように労働供給量のマクロ経済上の変化は労

働市場への新規参入を含んだ「職業の選択」とす

でに労働市場にいる労働者の「労働時間の選択」

を合わせたものであり、ミクロ統計データから得

られる値より高い数値を置く必要がある。いずれ

にしても、リアルビジネス・サイクル・モデルが

現笑の統計デ}タと整合性を尚めるためにも、ミ

クロ統計データを用いた労働供給の賃金弾性値の

頑強かっ労働属性に応じた多様な推定結果が蓄積

されるととが望まれる。

もう一つ労働供給の賃金弾性値に関わる重要な

トピックは所得税の問題である。労働供給が所得

税や社会保障にどのように対応しているかという

議論をすれば、 Rosen(1976)が述べているよう

に、全体としては影響が大きいとは考えられない

が、対象を、限定的な労働供給をしている既婚女

性などに絞り込めば、税や社会保障の影響は無視
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できないということになるだろう。笑際、樋口

(1996)が指摘しているように、配偶者控除制度

があるために妻の収入が按除砕を超えて増加しで

も夫婦合計の可処分所得が低下してしまうという

事態が生じてきた。このことは、税制が労働供給

を組害していることを意味している。この問題は

1987年に配偶者特別控除制度を設けることで、税

制上の所得逆転現象は解消された。しかし、主婦

の労働供給を103万円以下に押し込めておくとい

うインセンティブは解消されておらず、配偶者控

除そのものを廃止して、夫婦であっても独立した

税制上の扱いをすべきであるという議論が出てき

ている。

所得税の議論の中で賃金弾性債が使われたのは、

Mirrlees (1971) (Mirrlees (2006)に収録〕が

提示した最適所得税理論の中である。この画期的

な研究は労働者の労働供給を通した総生産が所得

税によってなるべく低下しないように、かつある

種の分配原則に基づいて測った社会的厚生が最大

化するように所得税率を決めると、どういう税率

スケジュールになるかということを論じた研究で

ある。

そこでは図 1で示したような後方屈曲型労働供

給曲線が想定されている10)。すなわち、点Bの近

傍の線形近似の労働供給関数が負の傾きを持って

いるということは、 lnωIgZより高い賃金を得てい

る労働者に対しては、課税して賃金が低下しでも

労働供給量はむしろ拡大し、総生産は低下しない

ことを意味している。また、 lnωIgZより低い賃金

を得ている労働者は代替効果が大きいので、賃金

低下には労働供給の増加で対処しようとすると考

えられる。

しかし、 Mirrleesが問題を考えた1970年当時に

はパネルデータはなく、労働供給関数の推定はク

ロスセクション・データに基づいたマーシャリア

ン弾性値とヒツクシアン弾性依を用いて議論され

ており、今回推定したブリッシュ弾』性値は用いら

れていなかった。理論上では同一個人が税率の変

化に応じて労働供給をどのように変化させるかと

いうことを想定しており、最適所得税率の導出に

おいてもフリッシュ弾性値を用いて、再検討する

必要があると思われる。また、パネルデータを駆

使して所得階層別の賃金弾性値を推定することに

よって、より現実に即した最適所得税率の設計が

82 THE KEIZAI SEMINAR JULY 2006 

できるようになるだろう。

う おわりに

今回は連載の第4回ということで、ミクロ計量

経済学の応用分野として労働供給の賃金弾性値の

推定について論じた。賃金が変化した時に、どの

ように労働供給量を変化させるかということは個

人の効用最大化に基づくものではあるが、社会全

体の総生産やそれに対応した税収との関係で経済

政策上もきわめて重要なトピックである。理論モ

デルの設定から明らかなように、基本的に必要な

データは個人の労働供給と賃金情報を含んだパネ

ルデータであり、従来のクロスセクション・デー

タでは、理論が想定しているものと本質的に違う

情報しか提供できない。

日本でも労働供給に関する実証研究の蓄積は多

いが、パネルデータを用いた本格的な研究はもう

しばらくデータの蓄積を待たなければならない。

しかし、この聞にも欧米では労働市場を巡るミク

ロ統計、とりわけパネルデータを使った実証研究

が日進月歩の勢いで進んでいる。問題の重要性を

鑑みると、一人でも多くの研究者がこの分野に関

心を持ち、欧米の研究にキャッチアップし、かっ

日本のパネルデータから新しい発見が出てくるこ

とを願わずにはおれない。

注

1 )この介野のサーベイについては Killingworth(1983)、

Blundell and MaCurdy (1999)、Cahuc and Zylberberg 

(2004)、樋口(1996)などを参照されたい。

2 )実際に以下で用いるパネルデータを用いて個人別に賃

金弾性値を推定してみると、正、負様喝な値をとること

がわかる4
3 )以下の議論は北村 (2∞6)を要約したものであるが、

基本的には 81undelland MaCurdy (1999) と黒田・山本
(2006) を参照したものである。

4 )それぞれの弾性値の詳しい理論的背景や概念の出典に

ついては、黒岡・山本 (2006) を参照されたい。

5 )実証結果については1970年代までは Killingsworth

( 1983)、1980年代までは Heckman(1993)、1990年代ま

では 81undelland MaCurdy (1999) と Cahucand Zylber 

berg (2004)、2000年代までは黒田・山本 (2006) に要領

よくまとめられている。

6) したがって、ここでは失業者や新規参入者は含んでお

らず、継続労働者の賃金弾性値を推定していることにな

る。
7)もう一つの分類は所得階層別に分けることであるが、

ここではデータの制約によって賃金以外の所得情報が得
られていないのでこの分類は行っていない。



8 )現在、慶謄義塾大学では家計ノfネル調査を行っており、

3年目が終了したところである。調査の詳細は樋口(編)

(2005) を参照されたい。また家計経済研究所の f消費

生活に関するパネル調査」は20-30歳代の女性を調査対

象としており、現在12年目が終了しており、これも多く

の研究者に利用されている。たとえば、樋口・岩田

( 1999)や松浦・滋野 (2001)を参照。

9 )労働供給弾性値は次のような式を推定することによっ

て求められる。 Inhit=a+ 1/(lI-l)ln Wit ， ここで~Wit は

時間当たり実質賃金である。

10) より詳しくはTuomala (1990)の第 3容を参照。ここ

ではすべての労働者が同ーの労働供給スケジュールに従

っていることが想定されている。
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